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1  なお，銀行産業において伝統的な市場構造－成果仮説が成立するかどうかについては、
1960 年代から 1980 年代にかけて数多くの実証研究が行われたが、 その結果は決定的なもの
ではなかった（Heggestadt (1979), Gilbert (1984), Freixas and Rochet (1997)） 。 
2  Weiss (1974)以前にも，効率性仮説と SCP 仮説の同時検証はいくつか行われている．
まず Demsetz (1973)の後半部分では，二つの仮説においては企業規模と収益率との間に
それぞれ異なる理論的関係が予想されるため， この点を明らかにすれば仮説を識別でき
ると考え， 分析を行っている． しかし Martin (2000, ch.6)が示すとおりこの議論は不十分
であり，両仮説が全く同じ関係をもたらす可能性もある．また，そこでは非常に簡単な
相関関係しか分析されておらず，Demsetz の分析は不十分だといわざるを得ない．
Demsetz の考え方を元にして回帰分析を行った Carter (1978) についても同様の問題が
指摘される． 






























                                                                                                                                                  
者の交差項を追加し， その係数の有意性でどの仮説が成立するのかを判定しようとして



































や市場シェアが有意な場合には SCP 仮説が、支持されるのである。 
しかし、Berger (1995)の分析にも依然として問題がある。Berger (1995)の従属









































6  佐竹・筒井 (2003)も効率性を推定し、それが銀行のその後の成長率（マーケットシェ






長に関する分析とも関連している。Goddard, McKillop, and Wilson (2002)は、 企業
は本質的には特に系統だって成長するのでなく確率的に成長するのであり、そ
の結果どの産業も次第に集中する、 というバランス仮説 （the laws of proportionate 
effect (LPE)） を検証している。














間を 70 年代、80 年代、90 年代の３期間に分割し、得られた結果がこの期間で
変化したかどうかを吟味する。第７節は結論をまとめる。 
 




２．１  効率性の推定 
効率性の推定法には、いくつかの方法があるが、ここでは、パラメトリックの
方法である、いわゆる stochastic  frontier 関数の推定を用いる。
10具体的には、費
用関数の関数形を仮定し、その誤差項が u と v の２つから成ると仮定する。こ
こで、v は通常の攪乱項であり、正規分布を仮定する。u は非効率性を表し、非
                                                  
7  具体的には，アメリカの credit unions に関して，Tschoegl (1983)が示した LPE の 3 つ
の検証仮説が検証されている． 
8  Goddard, Molyneux, and Wilson (2004)は，同じ考え方に基づいた上で，企業（銀行）の
成長は収益率と同時に決定されるものと考え，両者の連立方程式を推定している． 
9  なお， Goddard, McKillop, and Wilson (2002)らにおいても LPE 以外に成長に影響を与え
るであろう要因をも考慮した多変量回帰も行っている．しかし，その変数の選択は恣意
的である． 
10  非効率性の推定については、たとえば、堀（1998）を参照せよ。  7
負の切断正規分布であるものと仮定する。 








, 3 , 2 , 1 0 , ln ln ln ln ln ln ln + + + + + + + =  
(1) 
ここで、lnL  と lnw はそれぞれの平均値からの乖離である。 
(1)式は stochastic frontier 費用関数と呼ばれ、u が半正規分布(half normal 
distribution)の場合について、Aigner et al. (1977) が提唱した。u が切断正規分布
(truncated normal distribution)  の場合については、Stevenson (1980)  が計算法を示
した。また、各観察値についての u の値は、観察可能な v+u の条件付き分布の
平均値を用いることを Jondrow et al. (1982)が提唱した。
12本稿では、 FRONTIER41
というプログラムを用いて、u が切断正規分布である場合の推定結果を示す
(Battesse and Coelli, 1995, Coelli 1996 参照)。 
本稿では、非効率性を表す u が以下のメカニズムによって決定されるものと
考え、これを (1)式と連立で推定する。 
t i t i t i t i t i t t i LBRANCH RIZAYA YOTAI LLOAN HI c u , , 5 , 4 , 3 , 2 1 , ) exp( ϖ β β β β β + + + + + + =  
(2) 









 第 3 に、預貸比率(貸出残高／預金残高；YOTAI)を説明変数とする。都銀の預
貸比率の平均値は 82%である。この預貸比率が高いことは、ある量の貸出を行
うのにより少ない預金を集めていることを意味している。(1)式の費用関数の定
                                                  
11  この場合にも、 資本設備の価格は年度ごとには変化するはずであるので、 その点を考
慮した分析が将来の課題である。 
12  そこには、半正規分布の場合について、計算式が示されている。 













効率的であっても存続しうるので、 RIZAYAの係数は正であることが予想される。  



















－ルレート  rc をとる）、市場の不完全性を表す変数（他銀行の推測変動や需要
の弾力性、ここでは HI をとる）、（営業費用関数が貸出と規模の積に依存する
                                                  











t t t t t t i t t t i D SE u HI CR rc GDP L ε γ γ γ γ γ γ γ γ + + + + + + + + = − − 7 1 6 1 5 4 , 3 2 1 0 , ln ln    (4) 
われわれの注目する仮説は次のようにまとめられる。 
仮説１  組織的な効率性が高い銀行ほど次期の貸出額が大きい。(4)式におい
て、 0 5 < γ 。 
仮説２  規模効率性が高い銀行ほど次期の貸出額が大きい。(4)式において、
0 6 < γ 。 
その他の係数については、 0 , 0 , 0 , 0 7 3 2 1 > > < > γ γ γ γ が予想される。 4 γ につい
ては、独占的な市場（集中度が高い市場）ほど貸出供給が少ないと考えれば、
0 4 < γ である。 
 
３．  推定結果 




は３行と一定であった、その後、90 年代には、91 年にあさひ銀行、96 年に東京
三菱銀行が合併で誕生し、北海道拓殖銀行、日本長期信用銀行、日本債券信用
銀行が破綻で消滅するなどして、1999 年には都市銀行 10 行、長期信用銀行１行
まで減少した。2000 年以降はさらなる銀行再編がおこなわれ、2001 年度には都
市銀行７行のみとなった。この間の銀行の系譜図は図１に示されている。 
変数の記述統計は表１に示されている。 ここで、 ハーフィンダール指数、 GDP、
コールレート以外の変数は、銀行１行あたりの値を平均したものである。営業
                                                  












関連で高水準保持を努めてきたところであり、 90 年代には若干高くなっている。  
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図 1 都市銀行の変遷 
 
   日本興業銀行    ----------------------------------------     みずほ銀行 (2002.4) 
                                                                みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行(2002.4) 
第一勧業銀行    -------------------------------------------------------------  
富士銀行        ----------------------------------------   
新生銀行 (日長銀)    ------------------------------------------------------- 1998.3 
   あおぞら銀行(日債銀) ------------------------------------------------------- 2002.3 
三井銀行        ----       さくら銀行(1990.4) 
                           ------------------------------ 
 太陽神戸銀行    ----                                 -------------------------- 
 住友銀行        -------------------------------------     三井住友銀行(2001.4) 
 三菱銀行        -----------------        東京三菱銀行(1996.4) 
                                     ---------------------------------------------- 
 東京銀行        -----------------  
 協和銀行        ------        あさひ銀行(1991.4) 
                          ------------------------------------- 
 埼玉銀行         ------   
                                                               --------------------- 
大和銀行        -------------------------------------------  りそな銀行(2003.3)  
 三和銀行        -----------------------------------------     
                                                             ------------------------ 
東海銀行        -----------------------------------------    ＵＦＪ銀行(2002.1) 










表１  変数の記述統計 
 
1970年代 1980年代 1990年代以降
平均 [標準偏差] 平均 [標準偏差] 平均 [標準偏差]
営業経費(100万円) 84,259 42,369 137,549 66,545 253,312 118,544
人件費(100万円) 52,589 27,013 76,026 34,829 115,092 52,883
物件費(100万円) 31,669 16,154 61,523 34,260 138,220 68,826
賃金率(100万円) 4.592 0.962 7.361 1.348 10.231 1.281
従業員数(人) 11,816 6,126 10,672 5,246 11,551 5,531
貸出残高(100万円) 4,631,761 1,902,709 11,404,732 6,527,534 24,357,417 10,131,929
預金残高(100万円) 5,802,525 2,373,531 15,358,346 8,878,791 26,276,447 10,557,155
総資産合計(100万円 8,202,244 3,471,778 21,855,177 13,179,472 40,006,646 17,180,949
ﾊｰﾌｨﾝﾀﾞｰﾙ指数 0.07121 0.00016 0.07295 0.00154 0.09361 0.01531
GDP(10億円) 181,537 30,598 320,618 52,804 493,313 20,824
ｺｰﾙﾚｰﾄ(%) 7.56 2.81 6.04 2.00 2.44 2.69
利ざや(%) 2.98 0.80 1.58 0.65 1.25 0.41
預貸比率(%) 79.98 6.57 74.40 5.31 92.26 11.47
店舗数 163 96 195 112 266 155





３．２  非効率性の推定結果 
(1)式と(2)式の連立推定の結果(以下で推定 1 と呼ぶ)を表２に示す。(1)式の全て
の係数は有意であり、交差項の係数 5 a は負、それ以外は正である。規模の弾性














表 2  (1)式と(2)式の連立推定の結果：推定１ 
変数  係数 標準偏差 t-値
定数  -1.428  0.083  -17.259 
L ln   1.635  0.115  14.200 
w ln   0.286  0.055  5.177 
()
2 ln L   0.143  0.028  5.017 
()
2 ln w   0.887  0.131  6.765 
( )( ) w L ln ln   -0.695  0.109  -6.344 
定数  17.640  1.992  8.853 
HI  1.162  0.977  1.188 
貸出  -1.118  0.119  -9.410 
預貸率  -0.611  0.107  -5.723 
利鞘  5.827  1.943  2.999
店舗数  0.427  0.010  40.718 
2 σ     0.0267 0.002  13.951 
γ   0.819  0.099  8.255 
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表中の
2 σ はｖの分散と u の分散の和である。γは u の分散／
2 σ であり、これ








(２)式から LLOAN を除外して(1)式と連立推定した結果(以下で推定 2 と呼ぶ)
が、表 3 に示されている。この結果は、表 2 の結果と比べて、平均的な規模弾
性値を表す lnL の係数が 0.536 と小さくなり、大きな規模の経済性を示す点で、
大きく異なっている。非効率の原因を表す(2)式からは貸出の変数が除外されて
いるが、その他の変数の係数はほとんど表 2 から変化していない。 
 
表 3  (1)式と(2)式の連立推定の結果：推定２、すなわち(2)式から貸出を除外し
た場合 
変数  係数  標準偏差 t-値
定数  -1.705  2.102  -0.811 
L ln   0.536  0.018  29.987 
w ln   0.296  0.055  5.375 
()
2 ln L   0.106  0.027  3.897 
()
2 ln w   0.817  0.126  6.494 
() () w L ln ln   -0.495  0.107  -4.613 
定数  0.006  2.101  0.003 
HI  1.518  0.877  1.730 
預貸率  -0.695  0.103  -6.771 
利ざや  3.828  1.760  2.175 
店舗数  0.405  0.009  43.666 
2 σ   0.027  0.002  14.665 
γ   0.882  0.301  2.933
 
しかしながら、非効率性の推定値自体には大きな相違がある。非効率性の平
均値は推定１では 6.08  、推定２では 5.58  とさほど大きな違いはないが、標準
偏差は推定１では 6.29  と大きいのに対し、推定２では 1.87  と小さい。また両












































表 4  (4)式の推定結果：非効率性として推定 2 を使用 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  -2.768  0.231  -12.004  [.000]
預金  0.792  0.015  54.319  [.000]
GDP  0.422  0.030  13.827  [.000]
コールレート  -0.013  0.002  -6.034  [.000]
自己資本比率  -0.033  0.380  -0.087  [.931]
HI  2.230  0.445  5.010  [.000]
組織的非効率性  -0.002  0.002  -0.861  [.390]
規模の不経済性  0.957  0.058  16.377  [.000]
2 R   0.990 


















表５  (4)式の推定結果：(4)式から預金を除外した場合（推定２） 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  -9.028  0.591  -15.267  [.000]
GDP  1.842  0.046  39.754 [.000]
コールレート  0.000  0.006  -0.034  [.973]
自己資本比率  2.884  1.113  2.591  [.010]
HI  -1.012  1.306  -0.775  [.439]
組織的非効率性  -0.016  0.007  -2.182  [.030]
規模の不経済性  3.437  0.108  31.863  [.000]
2 R   0.916 
観測数  387       
 








表６  (4)式の推定結果：非効率性として推定１を使用 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  -2.617  0.264  -9.929  [.000]
預金  0.769  0.016  48.044  [.000]
GDP  0.416  0.030  13.974  [.000]
コールレート  -0.013  0.002  -6.051  [.000]
自己資本比率  -0.017  0.374  -0.045  [.964]
HI  2.193  0.438  5.003  [.000]
組織的非効率性  -0.008  0.003  -2.866  [.004]
規模の不経済性  0.747  0.042  17.858  [.000]
2 R   0.991 














表７  (4)式から預金を除外した結果：推定 1 を使用 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  -5.389  0.684  -7.879  [.000]
GDP  1.505  0.051  29.300  [.000]
コールレート  -0.002  0.006  -0.409  [.683]
自己資本比率  2.370  0.985  2.406  [.017]
HI  -0.477  1.156  -0.412  [.680]
組織的非効率性  -0.064  0.007  -9.788  [.000]
規模の不経済性  2.373  0.065  36.270  [.000]
2 R   0.934 








４．  推定結果の頑健性 
本節では、前節で得られた結果の頑健性をチェックする 












表８  部分調整の結果  （推定１を使用） 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  -0.254  0.137  -1.851  [.065]
１期ラグ  0.712  0.017  43.082  [.000]
預金  0.269  0.014  19.498  [.000]
GDP  0.039  0.015  2.521  [.012]
コールレート  -0.003  0.001  -3.799  [.000]
自己資本比率  -0.460  0.158  -2.915  [.004]
HI  -1.207  0.201  -6.017  [.000]
組織的非効率性  0.000  0.000  0.211  [.833]
規模の不経済性  0.126  0.021  6.002  [.000]
2 R   0.998       


















                                                  
16  非効率性の代わりに経費率を入れて推定したが、経費率の係数は有意でなかった。  20
 
表９    1 階階差をとった推定結果  （推定１を使用） 
変数  係数 標準偏差 t-値 P-値
預金の階差  0.492 0.023 21.748 [.000] 
GDP の階差  0.580 0.070  8.267 [.000] 
コールレートの階差  0000 0.001   0.491 [.624] 
自己資本比率の階差  -0.223 0.216 -1.034 [.302] 
HI の階差  -1.869 0.306 -6.105 [.000] 
組織的非効率性  -0.001 0.000  -3.834 [.000] 
規模の不経済性  0.009 0.002  4.135 [.000] 
2 R   0.769  
観測数  387      
 











表１０  経費率を用いた(5)式の推定結果 
変数 係数  標準偏差 t-値 P-値
定数 -0.675  0.299  -2.257  [.025]
預金 0.995  0.012  81.741  [.000]
GDP 0.031  0.028  1.106  [.270]
コールレート -0.017  0.003  -5.802  [.000]
自己資本比率 -0.696  0.504  -1.380  [.168]
HI 3.318  0.588  5.639  [.000]
経費率 0.109  1.124  0.097  [.923]
2 R 0.983       






表１１  経費率を用いた(5)式の推定結果：預金を除外した場合 
変数 係数  標準偏差 t-値 P-値
定数 0.244  1.288  0.190  [.850]
GDP 1.265  0.100  12.655  [.000]
コールレート -0.006  0.012  -0.499  [.618]
自己資本比率 3.739  2.159  1.732  [.084]
HI 1.980  2.532  0.782  [.435]
経費率 -30.033  4.572  -6.569  [.000]
2 R 0.682 
観測数 387       
 
 











  (1)式に代えて、 




, 3 , 2 , 1 0 , ln ln ln ln ln ln ln + + + + + + + =  
                             (1)’ 
(2)式に代えて 
t i t i t i t i t i t t i LBRANCH RIZAYA YOTAI LASSET HI c u , , 5 , 4 , 3 , 2 1 , ) exp( ϖ β β β β β + + + + + + =  
                                                  
17  このことを調べるには、 先の分析において預金を内生変数として扱い、 何らかの操作
変数（預金金利や貸出金利）を用いて推定するのが一つの方法かもしれない。  22
                             (2)’ 
を仮定する。ここで、lnA は資産の対数値の平均値からの乖離、LASSET は資
産の対数値である。規模の経済性は、 
t i t i t i w a A a a SE , 5 , 3 1 , ln ln 2 + + ≡                    (3)’ 
で計算される。 
  (4)式に代えて、次式を推定する。 










表１２  (1)’、 (2)’の連立推定の結果：推定１ 
変数  係数  標準偏差 t-値
定数  -1.014  0.041  -24.839 
A ln   1.045  0.082  12.810 
w ln   0.192  0.052  3.701
()
2 ln A   -0.084  0.029  -2.862 
()
2 ln w   0.146  0.126  1.160 
() ) (ln ln w A   0.144  0.115  1.250 
定数  7.716  1.397  5.524 
HI  2.276  0.905  2.515 
資産  -0.523  0.084  -6.226 
預貸率  -0.219  0.093  -2.347 
利鞘  2.175  1.770  1.229 
店舗数  0.407  0.010  41.628 
2 σ   0.022  0.002  14.158 





また、(2)’式から LASSET を除外した 






表１３  (1)’、 (2)”の連立推定の結果：推定２ 
変数  coefficient  standard-error t-ratio 
定数  -1.562  4.173  -0.374 
A ln   0.534  0.015  35.108 
w ln   0.181  0.049  3.699 
()
2 ln A   -0.110  0.027  -4.070 
()
2 ln w   0.070  0.123  0.570 
() ) (ln ln w A   0.263  0.104  2.542 
定数  -0.406  4.167  -0.097 
HI  2.605  0.825  3.157 
預貸率  -0.250  0.087  -2.861 
利鞘  1.082  1.543  0.701 
店舗数  0.393  0.008  48.480 
2 σ   0.021  0.001  14.623 



































表１４  (4)’式の推定結果：資産を用いた分析(推定 2) 
変数  係数  標準偏差 t-値 P-値
定数 7.045  0.431  16.333  [.000]
GDP 0.969  0.032  29.948  [.000]
コールレート -0.005  0.004  -1.195  [.233]
自己資本比率 1.158  0.751  1.541  [.124]
HI -1.303  0.874  -1.492  [.137]
組織的非効率性 -0.031  0.005  -6.140  [.000]
規模の不経済性 -4.376  0.079  -55.236  [.000]
2 R 0.961 





表１５  資産を用いた分析：経費率の影響 
変数 係数  標準偏差 t-値 P-値
定数 0.364  1.354  0.269  [.788]
GDP 1.294  0.105  12.312 [.000]
コールレート 0.009  0.013  0.706  [.481]
自己資本比率 6.917  2.269  3.048  [.002]
HI -0.408  2.662  -0.153  [.878]
経費率 -26.066  4.805  -5.424  [.000]
2 R 0.633 












表１６  (4)’式の推定結果：資産を用いた分析(推定 1 を使用) 
変数 係数  標準偏差 t-値 P-値
定数  13.924 0.648  21.473  [.000] 
GDP  0.659  0.047  14.083  [.000] 
コールレート  0.014  0.005  2.542  [.011] 
自己資本比率  3.373  0.957  3.524  [.000] 
HI  -2.886  1.121  -2.574  [.010] 
組織的非効率性  -0.059  0.008  -7.315  [.000] 
規模の不経済性  -5.069  0.126  -40.131  [.000] 
2 R   0.936       








いる。GDP は有意に正であるが、HI は有意でない。決定係数は、GDP などを含
めた場合には 0.96、含めない場合には 0.77 と高い。 
 
表１７  (4)’式からコールレートと自己資本比率を除いた推定結果： 
資産を用いた分析(推定 2 を使用) 
変数 係数  P-値  係数 P-値 
定数 6.715  [.000] 20.064  [.000]
GDP 0.992  [.000]
HI -0.381  [.607]
組織的非効率性 -0.030  [.000] -0.036  [.002]
規模の不経済性 -4.385  [.000] -5.746  [.000]
2 R 0.961  0.773 
観測数 387  387
 
 






によって変化するのであろうか。1974 年から 2001 年の期間を、1970 年代、80
年代、90 年代の３期間に分けて推定してみよう。 
  貸出に関する(4)式の推定結果が表１８に示されている。ここでは、預金を除









表１８  ３期間別の推定結果：貸出、推定２を使用 
70 年代  80 年代  90 年代 
変数 係数  P-値 係数 P-値 係数  P-値
定数 -20.308  [.488] -2.223  [.355] -0.811  [.949]
GDP 1.490  [.001] 1.246  [.000] 1.088  [.257]
コールレート -0.006  [.676] -0.020  [.100] 0.006  [.723]
自己資本比率 7.248  [.029] 5.200  [.021] 2.453  [.019]
HI 208.893  [.542] -6.302  [.852] 2.156  [.059]
組織的非効率性 -0.025  [.000] -0.041  [.000] -0.142  [.000]
規模の不経済性 1.580  [.000] 1.958  [.000] 2.103  [.000]
2 R 0.866  0.910  0.888 










表１９  ３期間別の推定結果：資産、推定２を使用 
70 年代  80 年代  90 年代 
変数 係数  P-値 係数 P-値 係数  P-値
定数 -3.117  [.909] 5.508  [.000] -0.347  [.941]
GDP 1.317  [.001] 1.052  [.000] 1.527  [.000]
HI 80.415  [.804] 5.817  [.820] 1.762  [.069]
組織的非効率性 -0.026  [.025] -0.024  [.001] -0.044  [.000]
規模の不経済性 -4.241  [.000] -4.368  [.000] -4.602  [.000]
2 R 0.873  0.950  0.911 
観測数 80    160   147   
  28
表２０  ３期間別の推定結果：資産（非効率性のみに回帰した場合） 
70 年代  80 年代  90 年代 
変数 係数  P-値 係数 P-値 係数  P-値
定数 18.316  [.000] 19.667  [.000] 19.646  [.000]
組織的非効率性 0.000  [.988] -0.047  [.000] -0.026  [.005]
規模の不経済性 -3.988  [.000] -4.920  [.000] -4.433  [.000]
2 R 0.732  0.866  0.890 
観測数 80  160 147 
 





７．  結論 


















とは、Uchida and Tsutsui (2005)  が示すように、70 年代の都市銀行の競争度がま
だ低かったことを反映しているのではないかと考えられる。 
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